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　平成23年度より、小学校１年生、２年生と続いてきた35人以下学級の拡充が、今年度は予算措置されていません。
　日本はＯＥＣＤ諸国に比べて１学級当たりの児童生徒数や教員１人当たりの児童生徒数が多くなっています。一人
一人の子どもに丁寧な対応を行うためには、１クラスの学級規模を引き下げる必要があります。文部科学省が実施した
「今後の学級編成及び教職員定数に関する国民からの意見募集」では、約６割が「小中学校の望ましい学級規模」として
26人～30人を挙げているように、保護者も30人以下学級を望んでいることは明らかです。
　社会状況等の変化により、学校は一人一人の子どもに対するきめ細かな対応が必要となっています。また、新学習指
導要領が本格的に始まり、授業時数や指導内容が増加しています。日本語指導などを必要とする子どもたちや障害の
ある子どもたちへの対応等も課題となっています。不登校、いじめ等生徒指導の課題も深刻化しています。こうしたこ
との解決に向けて、計画的な定数改善が必要です。
　子どもたちが全国どこに住んでいても、機会均等に一定水準の教育を受けられることが憲法上の要請です。しかし、
教育予算について、ＧＤＰに占める教育費の割合はＯＥＣＤ加盟国（31カ国）の中で日本は最下位となっています。ま
た、義務教育費国庫負担制度の国庫負担割合が２分の１から３分の１に引き下げられたことにより、自治体財政も少な
からず影響を受けています。将来を担い、社会の基盤づくりにつながる子どもたちへの教育は極めて重要です。未来へ
の先行投資として、子どもや若者の学びを切れ目なく支援し、人材育成・創出から雇用・就業の拡大につなげる必要があ
ります。
　よって、政府及び国会におかれましては、予算編成において次の事項を実現されますよう強く要望します。
１　少人数学級を推進すること。具体的学級規模は、ＯＥＣＤ諸国並みの豊かな教育環境を整備するため、30人以下学
級とすること。

２　教育の機会均等と水準の維持向上を図るため、義務教育費国庫負担制度の堅持とともに国庫負担割合を２分の１
に復元すること。

９月定例会では、下記2件の
意見書を可決し、関係機関
に提出しました。

※意見書とは、市の公益に関すること
について、議会としての意思を意見
としてまとめた文書で、国会や関係
行政庁に提出します。

少人数学級の推進など定数改善、義務教育費国庫負担制度２分の１復元に係る意見書

意見書

　ライフスタイルの多様化や少子高齢化により、若い世代の働き方や暮らし方が変化しています。非正規労働者や共
働き世帯が増えた今、若い世代が本来望んでいる仕事と生活の調和が崩れ、理想と現実のギャップに悩む人が少なく
ありません。
　中でも、働く貧困層といわれるワーキングプアから抜け出せずに結婚を諦めざるを得ない若者の増加や、仕事と子育
ての両立に悩む女性の増加、正規雇用でありながら過酷な労働環境で働き続けることができない若年労働市場の実態
など、今の若い世代を取り巻く問題は多岐にわたり、年々深刻さを増しています。今こそ国を挙げて、若い世代が安心し
て就労できる環境等の整備が求められています。
　よって、政府においては、若い世代が仕事と生活の調和を保ち、安心して働き続けることができる社会の実現を目指
し、一層の取り組みを進めるべく、以下の事項について適切に対策を講じるよう強く求めます。
１　世帯収入の増加に向けて、政労使による「賃金の配分に関するルール」作りを進めること。また、正規・非正規間の格
差是正、子育て支援など、総合的な支援を行うとともに、最低賃金引き上げに向けた環境整備を進めること。

２　労働環境が悪いために早期に離職する若者も依然として多いことから、若年労働者に劣悪な労務環境下で仕事を
強いる企業に対して、違法の疑いがある場合等の立入調査の実施や悪質な場合の企業名の公表などを検討し、対策
を強化すること。

３　個人のライフスタイルに応じた多様な働き方を可能とするために、地域限定や労働時間限定の正社員など多元的
な働き方を普及・拡大する環境整備を進めるとともに、短時間正社員制度、テレワーク、在宅勤務などの導入を促進
すること。

４　仕事や子育て等に関する行政サービスについて、若者支援策がより有効に実施・活用されるよう、利用度や認知度
の実態を踏まえ、必要な運用の改善や相談窓口等の周知、浸透等に努めること。
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